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4月 度理事会概要

|1毎轟1轟」葛1'1:■ 111■
‐

「平成 310年 4月 20日 (金)15時 00分 ～17時
年月日

3月 28

3月 29

4月  9

4月 10

4月 17

午 後 1:

00分

理 事総 数 :‐

出席理事数 :

(2)業務報告

①事務局運営・渉外

3月 20日 (金 )

3月 27日 (火 )

9人  .
8人

1)理事長挨拶

皆様、ご多忙中ご出席戴きま

事会を始めたいと思います。

して有難 うございます。 4月 度の理

。 広江理事長 (会社にて )

。 広江理事長 (会社にて)

日

東京都 中小企業団体 中央会 情報員会議

竹内事務局長 出席

東京消防庁 伊藤副参事 。本郷消防署

土屋課長 訪問・・・広江理事長・竹内事務

東京ガーデンパレス 金子氏(水 )

日 (木 )

日 (木 )

日 (火 )

日 (火 )

30～

打合せ

業務決裁

業務決裁

経営診断  ・・・ 小出会計 Ell所長

「働き方改革に関する」セ ミナー開催

(文京区民センター 2階 B会議室)
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4月 20日 (木 )三役会  ・・・ 広江理事長・古木副理事長

松原副理事長 。中島専務理事・竹内事務局長

4月 20日 (金 )会計監査  ・・・広江理事長・古木副理事長・

松 原 副 理 事 長 ・ 中 島 専 務 理 事 。中 山 監 事 ・

佐藤監事・小出会計 :所長、副所長・竹内事務局長

(文京 シビックセンター 5階 B会議室 )

② 事務局報告

1 株式会社アラム・テ ック

平成 30年 3月 末付けで退会

三進防災株式会社

平成 30年 3月 末付 けで退会

トー コー株式会社

平成 30年 3月 末付けで退会

2 関連団体行事予定

平成 30年 5月 11日 (金 )

(一社)全国消防機器販売業協会 総会・懇親会

KKRホテル 松原副理事長 。中島専務理事 出席予定

平成 30年 5月 24日 (本 )

神奈川県防災消防協 同組合 組合設立 20周 年記念祝賀

会    メルパル ク横浜   当組合 と重複の為欠席

平成 30年 5月 28日 (月 )

防災かながわ協同組合 講習会・懇親会

箱根高原ホテル 広江理事長  出席予定

平成 30年 5月 29日 (火 )

(一 社)日 本火災報知機工業会 総会懇親会

上野 「東天紅」 広江理事長・竹内事務局長 出席予定
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3 日本防災設備協同組合

第 51回通常総会  東京ガーデンパ レ

平成 30年 5月 24日 (木 )

理事会 12:00～ 14
第 51回通常総会  15:00～ 16
講演会 (実 演会) 16:30～ 17
懇親会 17:30～ 19

③広報  4月 10日  「防災組合ニュース」発刊

④教育

消防設備士の講習は試験の日程を確認中であり早期開催を目
指す。又防排煙講習の開催も考えている。
4月 17日 に「働き方改革に関する」セミナーを三井住友海
上経営サポー トセンター・齋藤英樹氏を講師に招き開催 した。
今後も継続 し2～ 3ヶ 月の間に内容を変え実施を考えたい。

⑤福利厚生

6月 の移 動 理 事 会 は 、箱 根 河 鹿 荘 を予 定 して い る。
開催場所 :箱根 河鹿荘

現地集合 :15:00時

⑥財務

4月 20日 、文京シビックセンター 5階 B会議室にて会計監
査実施。

広江理事長・古木副理事長・松原副理事長・ 中島専務理事 。

小出会計 所長・副所長・事務局から竹内が出席。
会計報告について、中山監事 。佐藤監事より承認を得た:

⑦共同購買

29年度の結果としては、チラシの投入等で販促を行ったが
後半の伸びがなく予算を達成する事が出来なかった。
単価の低い商品が中心であった事が原因のひとつでもある。
今後は金額のとれる新規商品をさがしてゅきたぃ。

③研究開発部会

ス

30
30
30
30
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今回の総会後の「TIGUARD」 実演説明会において、先

日行つた 「防犯システム」より更にコンパク トになった物が

できたので一緒に実演できそ う、との事。

⑩青年部

青年部の総会を 6月 22日 (木 )に開催を予定している。

青年部も今年、役員の改選がある:

①支部運営促進

広江理事長

至急、支部の運営改善の審議の場を設けたい。可能であれば

5月 中に時間を作つて欲 しい。

⑫その他の事業について

広江理事長

計画中の防排煙設備技術講座について各機関との話合いも、

固まつてきたので早めの開設を目指す。

(3)議案の審議

1 総会事案について

講演会は「ポータブル防犯システム」の実演説明会を

株式会社 トラス トの宮本浩二氏 。小野寺睦氏が実施予定。

(現物 とプロジェクター使用 )

2 総会における任務分担

任務分担にういて確認 を行 つた。

3 総会における表彰等について     ,
売上協力 。永年勤続の表彰対象者が承認 された。
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試験日程[全国一覧]

前期「平成30年4月 -9月 11後期〔平成30年 10月 .平成31年 3月
]

平成30年度 消防設備士試験 (後期 平成30年 10月 ―平成31年 3月 )

ご注意
電子申請と1ま 、ィンターネットから受験申込みすることをいいます。
言面申請とは、願書により受験申請することをいいます。
以下に記載されている日程は、予定です。決定された試験日については各支部の
ホームページをご確認ください。

電子申請の
受付期間

開始日 締切日

書面申請の
受付期間

開始日:締切
4卜 51617

1/20(日 )

2/10(日
)

2/16(土
)

11/22 : 12/6

果 只

1020(土 ) 8/30 1 9/1o

9/3  1 9/14

9/10    9/21

11/11(日 9/20   1o/1

10/1   lo/12 10/4   1o/15

12/16(日 ) 10/25  11ノ 5

10ノ29   11/9 11/1   11/12

l1/5    11/19 11/8 : l1/22

11/19  11/30

1/27(日 ) 11/29  12/10

11/29  12/10

12/10 . 12/21

324(日 )

3/27(水)

2/17(日 )

3/10(日 )

11/23(金 )

12/23(日 )

12/9(日 )

11/25(日 )

12/14    1/4

1/4     1/12

10/27  11ノ5

1/6      1/18

10/19  11′ 2

10/15 ‐ 10ノ23

1/28   2/4

1ノ21    1ノ28

9/15   9/25

11ノ12  11/19

9/30    10/9

9/18    10/2

12ノ17 1  1ノ7

1/7     1/15

10/30   11/8

1/9  121



消 防 予 第 247号
平成 30年 3月 28日

負雲量復暑鼈 説曇}殿

消 防 庁 予 防 課 長

(公 印 省 略 )

消防法施行令の一部を改正する政令等の運用について (通知)

「消防法施行令の一部を改正する政令等の公布について」 (平成 30年 3月 28日 付け消防

予第 246号)により、消防法施行令の一部を改正する政令 (平成 30年政令第 69号。以下

「改正令」とい う。)及び消防法施行規則の一部を改正する省令 (平成 30年総務省令第 12

号。以下 「改正規則」 とい う。)の公布について通知 したところですが、改正令による改

正後の消防法施行令 (昭和 36年政令第 37号。以下 「令」とい う。)及び改正規則による

改正後の消防法施行規則 (昭和 36年 自治省令第 6号。以下「規則」という。)の運用に当

たっては、下記事項に御留意いただきますようお願いします。

各都道府県消防防災主管部長におかれましては、貴都道府県内の市町村 (消防の事務を

処理する一部事務組合等を含む。)に対 し、この旨周知 していただきますようお願いしま

す。

なお、本通知は、消防組織法 (昭和 22年法律第 226号)第 37条の規定に基づく助言で

あることを申し添えます。

記

1 令第 10条第 1項第 1号口に規定する「火を使用する設備又は器具 (防火上有効な措置

として総務省令で定める措置が講 じられたものを除く。)を設けたもの」の取扱いにつ

いス
=

(1)令 第 10条第 1項第 1号口に規定する「火を使用する設備又は器具 (防火上有効な

措置 として総務省令で定める措置が講 じられたものを除く。)を設けたもの」 とは、

業として飲食物を提供するため、当該飲食物の調理を目的として、消防法 (昭和 23

年法律第 186号)第 9条に規定する「火を使用する設備」又は「火を使用する器具」

(防火上有効な措置 として総務省令で定める措置が講 じられたものを除 く。)を設

けたものをいうものであること。

なお、火を使用する設備又は器具に、同条に規定する「その使用に際 し、火災の

発生のおそれのある設備」又は「その使用に際し、火災の発生のおそれのある器具」

は含まれないものであること。



(2)規 則第 5条の 2に規定する「防火上有効な措置」とは、次に掲げる装置を設ける

ことをい うものであること。

ア  「調理油過熱防止装置」 とは、鍋等の温度の過度な上昇を感知 して自動的にガ

スの供給を停止 し、火を消す装置をい うものであること。

イ  「自動消火装置」 とは、「対象火気設備等の位置、構造及び管理並びに対象火

気器具等の取扱いに関する条例の制定に関する基準を定める省令」 (平成 14年総

務省令第 24号)第 11条第 7号に規定するもののうち、火を使用する設備又は器

具を防護対象物 (自 動消火装置によつて消火すべき対象物をい う。)と し、当該

部分の火災を自動的に感知 し、消火薬剤を放出して火を消す装置をい うものであ

ること。

ウ 「その他の危険な状態の発生を防止するとともに、発生時における被害を軽減

する安全機能を有する装置」には、過熱等によるカセ ットボンベ内の圧力の上昇

を感知 し、自動的にカセ ットボンベからカセ ットコンロ本体へのガスの供給を停

止することにより、火を消す装置である圧力感知安全装置等をい うものであるこ

と。

なお、鍋等からの吹きこばれにより火が消えた場合に、ガスの供給を停止 して

ガス漏れを防止する立ち消え防止安全装置については、「その他の危険な状態の

発生を防止するとともに、発生時における被害を軽減する安全機能を有す る装置」

に該当しないものであること。

2 規則第 6条第 5項及び同条第 6項に規定する消火器具の設置方法の細 目について

(1)延 べ面積 150ポ未満の令別表第 1(3)項 に掲げる防火対象物又はその部分の うち、

少量危険物若 しくは指定可燃物を貯蔵 し、若 しくは取扱 う防火対象物又は地階、無

窓階若 しくは 3階以上の階であつて、床面積が 50ぽ以上のものに対しては、改正前

と同様の基準が適用されることとしたこと。

(2)延 べ面積 150ポ未満の令別表第 1(3)項 に掲げる防火対象物のうち、今回の改正

により新たに消火器具の設置義務が課せ られる防火対象物に対 しては、規則第 6条

第 5項の規定により、能力単位の合計数のカロ算を行わないこととし、また、同条第

6項第 2号の規定により、火を使用する設備又は器具 (防火上有効な措置 として総

務省令で定める措置が講 じられたものを除く。)が設けられた階にのみ配置すれば

足 りることとしたこと。

3 その他

(1)飲 食店等においては、調理油の過熱により火災が発生することも想定されること

から、このような火災に対 しても有効に消火可能な粉末消火器又は強化液消火器 を

設置するよう指導すること。

７
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(2)飲食店等においては、初期消火対策はもとより出火防止対策を講じることも重要

であることから、今回の政令改正に伴う指導等の機会を提えて、「厨房における火

災予防の広報用映像の制作・送付についてJ(平成 29年 12月 1日付け消防予第 362

号)により送付した「厨房における火災予防の広報用映像」及び「厨房における火

災予防のチェックリスト」を活用し、飲食店等における火災予防の促進を図ること。

消防庁予防課設備係

四維、伊普

TEL:03-5253-7523

FAX:03-5253-7533
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事 務 局 だ よ り

◎組合員情報

代表者変更

有限会社 高畑防災

旧 代表取締役 高畑 仁

新 代表取締役 高畑 匡司

新 取締役会長 高畑 仁

(敬称略)

◎共済制度について

●消防設備保守・点検 。設置工事等の賠償責任保険 :

三井住友海上火災保険株式会社 (代理店 。株式会社サンリビング)と提携
しています。請負業者賠償責任保険 。生産物 (完成工事)賠償責任保険 。

受託者賠償責任保険がセットになった総合型の保険です。

●自動車共済制度 :

関東自動車共済共同組合と提携しています。

●業務災害補償保険 (ビジネス Jネ クス ト):
三井住友海上火災保険株式会社 (代理店・株式会社サンリビング)と提携
しています。

◎ ご注文は今後もFAXでお願いします。

組合員の皆様には、いつも FAXで ご注文をいただき誠にありがとうござ
います。ご注文の商品名・数量等間違いのない納品をさせて頂くために、
ご注文は今後ともFAXでお願いいたします。
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